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平成の放送制度改革について，前回は法体系の再編などについて検討したが，今回は番組規律に焦点を当てて
議論を振り返る。

前回検討したように，法体系の再編や放送事業の構造に関する規制の見直しでは，2000年前後からIT戦略本
部など従来とは異なる行為主体が議論に参入し，法体系を全面的に見直す新たなアイデアが浮上した。一方，番組
規律の検討はこうした流れとは切り離されて議論がなされた。そして，制度改正も，放送・通信融合への対応とい
うよりも，番組をめぐる個別の問題が発端になることが多かった。

例えば，1997年放送法改正でなされた番組審議機関の機能強化では，それに先立って起きた番組をめぐるさま
ざまな問題が存在していた。また，2010年の放送関連法の再編に際しては，放送番組の種別の公表義務づけを含
む規制強化がなされたが，これもその直前の通販番組批判を契機にしていた。

このように平成期の放送制度の見直しは，マスメディア集中排除原則など放送事業の構造に関する規制の検討と，
番組に関連した規律の検討とは別の文脈で行われることが多かった。放送事業に対する構造的な規制も，最終的
には多元性・多様性・地域性の確保を通じて番組の内容に影響を与えるものであり，目的の達成のためには，番組
規律とあわせて検討することが合理的と考えられる。しかし，両者を包括的に検討する取り組みは十分にはなされ
てこなかったと言える。

放送制度は，令和に入ってからも見直しが続いている。そこでは，近年の情報空間の変容を踏まえたうえで，放
送政策の目標を改めて確認し，制度のあり方を総合的に検討していくことが求められる状況となっている。

1. はじめに

前回から検証を行っている平成（1989 ～
2019年）の放送制度改革について，今回は番
組規律に関係した制度に焦点を当てて見ていく
ことにしたい。今回，対象にするのは，政治
的公平などを定めた番組準則や，多様なジャン
ルの番組の放送を求めた番組調和原則に加え，
番組基準の策定や番組審議機関の設置，訂正
放送に関する制度など，番組内容に直接的に
関わってくる制度である。

前回検討した法体系の再編や放送事業の構
造に関する規制の見直しでは， ▽通信と放送の

融合に伴って政策決定過程に新たな行為主体
（IT戦略本部など）が加わり，それに伴って法
体系の見直しというアイデアが浮上したこと， ▽

当初のアイデアでは，規制緩和によって新規
参入を促し，コンテンツ産業の振興につなげて
いくことに力点が置かれたこと， ▽これに対して
は放送事業者からの反発もあって調整に時間
を要し，制度改正の多くは既存の事業者に大
きな影響を及ぼさない漸進的なものになったこ
と，が確認された。今回は，そうした見直し
と並行してなされた番組規律に関する議論を
検討する。

番組規律をめぐるこれまでの研究は，放送

平成の放送制度改革を振り返る（2）
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メディアの「表現の自由」を確保する観点から
なされるものが多く，とりわけ憲法・情報法の
分野で多数の検討がなされてきた 1）。また，政
府による表現規制をめぐっては，研究者に限ら
ず，ジャーナリストや実務家によっても多数の
論考が公表されてきたのが特徴である2）。一方
で，これらの論考では，どのような形で制度
見直しの契機が浮上し，どのような行為主体が
どういった意図で制度改正を目指したのか，ま
た，それがどのような結果につながったのかと
いった点に焦点を当てることは必ずしも多くは
ない。このため，本稿では，制度の見直しに至
る政策決定過程に注目して分析を行うことにし
たい。

平成の放送制度改革を概観すると，法体系
の再編や放送事業の構造に関する規制の見直
しでは規制緩和が焦点になったが，番組規律
に関しては，それとは反対に，世論の関心が集
まる中で規律の強化に向けた議論も目立った。
以下では，そうした点を踏まえ， ▽番組規律の
見直しが求められた要因， ▽ 議論に加わった
行為主体， ▽それぞれの行為主体の政策アイデ
ア， ▽議論の帰結，といった政策決定過程に焦
点を当てて分析を進める。記述にあたって依拠
する資料は，政府の有識者会議の報告書や議
事録，国会の会議録，さまざまなメディアの報
道や当事者の証言などである。また，放送政
策に影響を及ぼした可能性がある行為主体は，
前回整理したが，今回もこうした行為主体に注
目して考察を進める（表1）。

前回の検討では，平成期の放送事業に関
する制度の見直しについて，1990年代以前と
2000年以降とでは政策決定過程が変化してい
るのではないか，それは従来とは異なる行為主
体が参入したことによるのではないか，といっ

た視点から分析を行ってきた。番組規律の議
論でも，そうした傾向が見られるかといった点
に留意しながら，議論を振り返る。なお，番組
規律の見直しには，改革と呼ぶには小規模なも
のも含まれるが，本稿では，それらも含め，放
送制度改革の一環として位置づけ，改革の語を
用いることがある。

2. 1990 年代の番組適正化論議

2.1. 番組をめぐる問題と規律強化の議論

1990年代の番組規律に関する議論の背景に
は，番組をめぐって起きた一連の問題が存在し
ていた。まず，1992年に放送された番組で，「や
らせ問題」をはじめとするさまざまな問題が明
るみに出た。7月に放送された朝日放送の『い
つみの情報案内人 素敵にドキュメント～追跡！

組織

行政

郵政省（～ 2000年）
総務省（2001年～）
内閣（IT戦略本部など）
内閣府（規制改革推進会議など）
公正取引委員会
通商産業省（～ 2000年）
経済産業省（2000年～）
文部省（～ 2000年）
文部科学省（2001年～）

立法
国会議員（与党）
国会議員（野党）

司法 最高裁判所，下級裁判所

放送事業者
NHK
民放（キー局，系列局など）
ケーブルテレビ事業者など

通信関連事業者 通信事業者，映像配信事業者など
その他利害関係者 番組・コンテンツの著作権者など

有識者
政府の有識者会議
第三者機関（BPOなど）

メディア 新聞，雑誌など
視聴者 消費者団体，教育関係者・PTAなど

（筆者作成）

表 1　放送政策の関係者（行為主体）
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OL・女子大生の性24時』でモデルを使って演
出を行っていたことが発覚したほか，11月に
放送された読売テレビの情報バラエティー番組

『どーなるスコープ』で，「20人アンケート・看
護婦編」に出演した全員が看護婦ではなかった
ことが判明した。さらにNHKで9月に放送さ
れた『NHKスペシャル～奥ヒマラヤ・禁断の王
国ムスタン』で，事実とは異なる描写や行き過
ぎがあったことが明らかになった 3）。

さらに1990年代前半は，報道のあり方でも
放送事業者への批判が上がった。1993年9月
には，民放連の放送番組調査会でテレビ朝日
の椿報道局長が政治的公平性に違反した放送
を行ったと疑われる発言を行い，問題化した4）。
1994年の松本サリン事件報道では，第一通報
者の男性を容疑者扱いで報道したことについ
て，翌年6月，日本テレビ，NHK，TBS，フ
ジテレビ，テレビ朝日，テレビ東京が放送を通
じて次々に謝罪する事態となった 5）。

これらがただちに制度改正につながったわけ
ではないが，放送法の改正を契機に規制強化
の議論を呼び起こすことになった。訂正放送の
請求期間の延長などを盛り込んだ1995年の放
送法改正 6）に際してなされた衆議院の付帯決議
には，「放送法を遵守した放送番組の確保等放
送番組の一層の適正向上を図るための方策に
ついて，幅広く意見を求め検討を行うこと」が
盛り込まれた 7）。

このため，番組適正化の対応を迫られた郵
政省は1995年9月，有識者会議「多チャンネ
ル時代における視聴者と放送に関する懇談会」
を開催した。折しも，懇談会発足直後の1995
年10月には，オウム真理教事件をめぐる報道に
関連して，TBSのスタッフが坂本堤弁護士への
インタビューテープを放送予定日前にオウム真

理教幹部に見せていたことが報道され，放送
事業者に対する批判が改めて高まりを見せた。
また，1990年代は，テレビが各家庭に複数台
普及し，個室でテレビを見ることが多くなった
ことで，過剰な性・暴力表現を含むなど青少年
の視聴に適さない番組について一定の規制が
必要ではないかとする見方も広がっていた 8）。

このため懇談会で焦点になったのも，青少
年保護と苦情処理機関の問題だった。このう
ち，青少年保護では，番組の事前表示やデジ
タル放送でのペアレンタルロック機能，Vチップ

（Violence Chip）9）の導入の是非が論点となっ
た。また，放送番組に対する苦情処理機関を
めぐっては，学識経験者の一部や消費者団体，
PTA代表らが「放送事業者に苦情処理を任せ
てはおけない。外部に第三者機関を設けるべき
だ」と主張した。

懇 談 会の議 論は1年余りかけて行われ，
1996年12月に報告書が取りまとめられた。焦
点の1つとなった青少年保護では，青少年の視
聴する時間帯での番組制限や，番組の事前表
示について，放送事業者の自主的な取り組みを
求めるとした。また，Vチップについても，欧
米で進められているような制度的対応について
は慎重な姿勢が示され，地上放送へのVチッ
プ導入は「時期尚早」と結論づけた 10）。苦情
処理機関についても，「放送事業者の外部に共
同の機関として設置 」することが考えられると
しながらも，「言論・表現の自由にかかわる問
題であることから，（中略）放送事業者自らの
判断に委ねるべきである」とした 11）。

このように，番組規律をめぐる議論には，郵
政省や放送事業者に加えて，PTA代表といっ
た教育関係者や消費者団体が参加した。こう
した行為主体は，放送事業の構造に関する規
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制をめぐる議論では前面に出ることは少なく，
番組規律をめぐる議論の1つの特徴と言える。
ただし，郵政省の有識者会議では，放送事業
者の意見も反映され，提言は規制強化一色とは
ならなかった。苦情処理機関をめぐっては，放
送事業者側は，「第三者機関の設置は検閲につ
ながるおそれもあり受け入れられない」と強く
主張しており12），郵政省の検討の場ではそうし
た意見が取り入れられた形となった。

2.2. 政治決着に持ち込まれた議論

しかし，この問題は郵政省の有識者会議の
議論では決着しなかった。郵政省は報告書を
受けて放送法改正の作業に入ったが，それま
での世論の高まりもあって，法案の国会提出前
に政治の場で議論されることとなった。報告書
が出された翌月の1997年1月，自民党通信部
会の通信放送産業高度化小委員会は，民放連
の氏家齊一郎会長（日本テレビ社長）とNHK
の川口幹夫会長を呼び，番組に対する苦情処
理機関についての意見を聞いた。これに対して
民放連は，あくまでも既存の第三者機関である
放送番組向上協議会の改組で対処したいと説
明した。しかし，自民党内には法律に基づく機
関を作るべきとする意見が強く，従来の放送番
組向上協議会の活用で乗り切ることは難しい情
勢になった 13）。

このため，同年2月，民放キー局5社の社長
とNHK会長が協議を行い，業界として新たな
苦情処理機関を設置する方針に転換した。こ
れを受けて，自民党の通信部会と電気通信問
題調査会の合同部会は同年3月，｢放送事業
者側の対応を見極めたうえで，法制化について
改めて検討する｣との意見を取りまとめた。「法
制化」という文言を残して牽制しつつ，放送事

業者に対応を求めたことになる。
こうした調整を経て，NHKと民放連は1997

年3月，番組に関する新たな苦情処理機関をで
きるかぎり早期に設置するという基本合意書に
調印した。これによって，苦情処理機関の法
制化は回避された。そして，NHKと民放連は
新たな第三者機関として「放送と人権等権利に
関する委員会」（BRC）を設立した 14）。

一方，郵政省は，放送番組審議機関の活性
化や視聴覚障害者向けの放送の充実などを柱
とする放送法改正案を作成して国会に提出し，
1997年5月の参議院本会議で可決・成立した。
改正項目には，放送事業者に対して，番組審
議機関の答申・意見や議事概要の公表と，答
申・意見を尊重して講じた措置の公表を義務
づけることが盛り込まれ，放送番組審議機関
の機能強化が図られた（表2）15）。

2.3. 制度改正後も続いた規制強化論

1997年に放送法改正はなされたものの，依
然，テレビ放送と青少年の健全育成とを結び
つける議論は続いた 16）。テレビ番組の適正化を
めぐる問題提起は，政府内でも，放送行政を
担当する郵政省の有識者会議とは別の場でし
ばしば現れた。

1998年4月には，内閣の「次代を担う青少年
について考える有識者会議 」が青少年問題の

放送法

• 放送番組審議機関の機能強化
（答申・意見，議事概要，答申に応じて講じた措置の

公表など）

• テレビ放送事業者に対して字幕放送・解説番組の努力
義務

（筆者作成）

表 2　1997 年改正の主な項目
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具体的対策や政府の取り組みについての提言を
まとめた。このうちテレビ番組については，「各
局ごとの番組審査体制だけではなく，『放送と
人権等権利に関する委員会』のような各局で共
同した番組審査・評価や放送時間帯への配慮
の在り方，Vチップの導入等についても，デジ
タル化等の今後の技術革新の動向も念頭に置
いて検討していくことが望まれる17）」と述べて
いる。郵政省の有識者会議で否定的な見解が
示されたVチップについて，再度，言及すると
ともに，第三者機関による番組審査の強化も
求めたことになる。

また，文部省の中央教育審議会も，1998年
6月の答申で，アメリカでVチップをテレビに装
備する準備が進んでいることに言及したうえで，

「我が国でも，これらを参考にしつつ，我が国
におけるテレビの影響の大きさを考え，焦眉の
課題として，事前表示やVチップの導入につい
て，放送業界や郵政省などの関係省庁におい
て前向きかつ速やかに検討を進めることを強く
要望したい18）」と述べた｡

このため，郵政省は改めて放送分野での青
少年保護の問題を議論するため，1998年5月，

「青少年と放送に関する調査研究会」を発足さ
せた 19）。調査研究会は同年12月，報告書を取
りまとめたが，Vチップ導入には再び否定的な
考えを示した。この中では，「米国も含め，諸
外国においてもその有効性等の評価が分かれ
ている状況にある20）」としたうえで，「今般の青
少年対応策についての実施状況，またデジタ
ル技術の動向等を十分に踏まえ，引き続き検
討を行うことが適当であると考える」と指摘し
た 21）。一方，第三者機関の活用や，放送時間
帯の配慮など，放送事業者側の自主的な取り
組みの強化を求めた。

これらの提言を受けて，NHKと民放連は
2000年4月，第三者機関として，「放送と青少
年に関する委員会」を発足させた。同委員会
は，既存の放送番組向上協議会に併設された
もので，視聴者からの意見を受け付けてそれを
各放送事業者に伝えることなどが機能として盛
り込まれた。他方，Vチップ導入を含めた法的
規制の導入は見送られた。

このように1990年代後半，世論も背景にしつ
つ，政治部門の行為主体や教育関係者を中心
に番組規律の強化を求める意見が上がり，それ
を反映する形で，文部省や内閣の有識者会議
が提言を行った。番組規律をめぐっては，郵政
省や放送事業者以外から新たなアイデアが提示
された点では，前回の法体系に関する議論と共
通している面があるが，登場した関係者はかな
り異なるものである。制度見直しの検討も，そ
の時々の番組問題を契機に偶発的に始まること
が多く，世論の動向を含め，多様な行為主体
が議論の方向性を左右した点に前回とは異なる
特徴が見られる22）。

3. 2000 年代の番組規律をめぐる論議

3.1. 再発防止計画の導入の検討

2000年代に入ってからも，番組をめぐって発
生した問題を契機に番組規律の強化を図る動
きが現れた。2007年の放送法改正に際して起
きた議論がその一例である。2007年改正のね
らいは，前回言及したように，認定放送持株
会社の導入などによって放送事業者の経営の自
由度を上げることにあった。しかし，同時期に
起きた番組をめぐる不祥事を契機に，放送法
に新たな行政処分の規定を加えることが議論
された。
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契機になったのが，2007年1月に発覚した番
組の演出に関わる捏造問題である。関西テレビ
が放送した情報バラエティー番組『発掘！ある
ある大事典Ⅱ』で，納豆のダイエット効果を紹
介した回にデータ捏造などの問題があったこと
が判明し，放送事業者に対する批判が高まっ
た。この問題への対応のため，総務省は，折
しも検討が行われていた放送法改正案に，急
きょ「再発防止計画の提出の求めに係る制度」
を盛り込んだ。新たな規制強化策を盛り込んだ
放送法改正案は2007年4月に国会に提出され
た。
「再発防止計画の提出の求めに係る制度」と

は，「虚偽の説明により事実でない事項を事実
であると誤解させるような放送により，国民生
活に悪影響を及ぼすおそれ等がある場合，総
務大臣は，放送事業者に対し再発防止計画の
提出を求めることができる」というものである。
これによって，総務大臣は放送事業者に対す
る新たな行政処分の権限（再発防止計画の提
出命令）を手にすることになる。

しかし，規制強化策は，有識者会議などで
の検討を経ることなく盛り込まれたもこともあ
り，放送制度に詳しい有識者から批判的な見
解が次々に示された。具体的には，国民生活
などに悪影響を及ぼすおそれといった漠然とし
た概念による内容規制は，放送に対して萎縮
効果を及ぼす点で憲法上重大な問題があると
いった見解や，適用する時期を区切っていない
ため，過去にさかのぼって立件することも可能
になるといったものである23）。

2007年4月に国会に提出された放送法改正
案は，国会閉会に伴い，同年7月にいったん継
続審議となった。そして，その間，放送事業者
は，制度の導入を防ぐために，放送倫理・番

組向上機構（BPO）に放送倫理検証委員会を
新設して自主規制を行う体制の強化を図った。
こうした対応を受けて，同年11月の臨時国会で
再び放送法改正案の審議が始まると，再発防
止計画の提出制度は与野党の修正協議で削除
され，改正案は2007年12月に成立した 24）。

このように，2007年の放送法改正をめぐっ
ては，検討が行われているさなかに放送事業
者の不祥事が起き，それに対する批判の高ま
りを背景に，政府は番組規律の強化を図ろう
とした。しかし，放送事業者が自主的な対応
を行うことで，行政処分の新設は見送られた。
放送事業者が苦情処理の第三者機関を設立す
ることで規制強化が回避された1997年と同様
の帰結を見て取ることができる。

3.2. 通販番組批判と制度改正

直近の放送法改正にあわせて，番組規律を
見直そうとする動きはその後も続いた。前回言
及したように2010年に向けて放送・通信に関
連した法体系の見直しの検討が続けられてい
たが，これを契機に通販番組批判を受けた番
組規律の強化が議論された。この議論は，BS
放送を中心にテレビの通販番組（ショッピング
番組）が多すぎるのではないかという批判が上
がったことに端を発していた。そして，国会の
議論では，多様なジャンルの番組の放送を放
送事業者に求める放送法の番組調和原則が適
切に機能していないのではないかとする問題提
起がなされた。

番組調和原則は，放送事業者に対し，「教
養，教育，報道，娯楽」といったさまざまなジャ
ンルの番組を設けたうえで，それらの調和を保
つことを求める規律である。2010年改正前ま
では，放送法3条の2に置かれ，地上テレビ放
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送やBS放送（一部を除く）が適用の対象になっ
ていた。そして，放送局の免許や事業の認定
の手続きにあたっては，その基準として，教育
番組10％以上，教養番組20％以上を編成する
ことなどが定められていた 25）。

しかし，この規定をめぐり，2009年に入っ
て，通販番組が「教養」や「娯楽」といった種
別に分類されていることが新聞報道で指摘され
た 26）。「教養番組20％以上」といった基準を満
たすために，放送事業者が通販番組を「教養」
などに分類していたことになる。これについて，
鳩山邦夫総務大臣は2009年4月の国会答弁
で，「CMとテレビショッピングの番組というの
は境が非常にあやふやになってきましたよね。
私も，それで教養に分類しているとしたら，こ
れは大問題じゃないですか」「私はテレビショッ
ピングが教養だったらおかしいと思います 27）」
などと発言し，制度の運用に疑問を投げかけた。

総務大臣の言及を受けて，前回言及した総
務省の情報通信審議会の「通信・放送の総合
的な法体系に関する検討委員会」は，通販番
組の増加への制度的対応を急きょ検討課題と
して加えた。通販番組の問題は，法体系の見
直しには直接，関連しないものだったが，その
改正案とともにまとめて議論されたことになる。
検討委員会では，番組調和原則の実効性を高
めるため，通販番組を含め，番組をどの種別に
分類しているかについて，放送事業者に公表を
義務づける制度を導入する案が検討された。

そして，2009年8月にまとめられた情報通
信審議会の答申には，基幹放送（地上テレビ
放送，BS放送など）のうち，番組調和原則の
適用を受けるものについて，「放送事業者に対
しその放送番組ごとに，例えば，教育，教養，
報道，娯楽，広告，その他の種別と当該種別

の放送時間及びその分類に関する基本的な考
え方の公表を求める制度を導入する28）」ことが
盛り込まれた。これを受けて，放送法改正案
には，番組種別の公表に関する規定が盛り込
まれた。改正案をめぐるその後の国会での紆
余曲折については前回触れたが，番組調和原
則関連の改正部分はそのまま維持され，法体
系の再編に関わる事項とあわせて2010年11
月，成立した（表3）。

この事例は，法体系全般の見直しが行われ
ていたことを契機に，当初，予定されていな
かった番組規律に関する改正がなされたもので
ある。番組調和原則をめぐっては，放送の多
様性の確保を目的としたほかの制度，例えば，
マスメディア集中排除原則とともに総合的に検
討されたわけではなかった。

3.3. 規律根拠をめぐる議論

このように番組規律は，その時々の放送番組
をめぐる問題に付随して，偶発的に制度改正の
検討がなされることが続いた。しかし，そもそ
も放送という伝送路に着目したコンテンツ規律

表 3　2010 年改正の主な項目

放送法

• 「放送」の定義変更（有線を含むものに変更。概念・
名称は維持）

• ハード・ソフトの一致・分離を放送事業者が選択可能
に

• 放送を基幹放送・一般放送に整理（基幹放送は基幹放
送普及計画の対象に）

• 放送番組の種別の公表を義務づけ
• マスメディア集中排除原則の基本部分を法定化（省令

改正で支配基準を緩和）
• 有料放送の提供条件の説明義務の新設
• 再放送同意に関する紛争処理制度の整備

（筆者作成）
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を維持すべきなのか，あるいは，規制を担当
する行政機関は従来のままでよいのか，という
基本的な議論が行われなかったわけではない。
こうした議論は，インターネットによる映像配信
など多様なメディアが現れる中で，従来の規律
を維持することが妥当なのかという問題意識に
端を発していた。

従来，番組規律など内容規制の根拠として
伝統的に挙げられてきたのが，「周波数帯の希
少性 」と「放送の特殊な社会的影響力」であ
る。しかし，電波を利用しない映像配信メディ
アが増える中で，もっぱら伝送路の希少性に規
律根拠を置くことは次第に困難になりつつあっ
た。こうした中で，1990年代以降，国内でも，
新聞・出版・放送などからなるプレス（メディア）
のうち，一部についてのみ規制を行い，無規制
の部分と規制される部分との抑制と均衡を通じ
て情報の全体としての多元化を図るとする部分
規制論が提唱されるようになっていた 29）。

そして，こうした政策アイデアは2000年代に
入り，法改正の検討の場に登場した。総務省
の有識者会議「通信・放送の総合的な法体系
に関する研究会」（座長・堀部政男一橋大学名
誉教授）は，2007年12月の報告書で，「規律
の根拠を主として特別な社会的影響力に置くと
いう考え方に関しては，国内の学説においても，
規律を正当化する議論が通説的見解である」と
指摘した。伝送路の希少性を規律根拠の1つ
とする従来の考え方を変更し，規律根拠として
もっぱら社会的影響力を挙げたことになる。そ
して，インターネット上の映像配信を含め，社
会的影響力に着目した規律体系の導入はEUで
も志向されているとして，伝送路によらない規
律体系に移行すべきとした。さらに，放送を引
き続き規律対象とすることについては，「学説

上は，一般的な意味での社会的影響力のある
プリントメディアと放送について，両者の相互
牽制・相互作用により表現機会の不平等の是
正や情報の多様性が確保されるとの理由から
放送のみに対する規制を正当化する見解が有
力であり，国際的な規律比較の観点からも合
理的な説明が可能と考えられる」と述べた。

しかし，社会的影響力に基づいて内容規制
を行う考え方には多くの批判が上がった。これ
は社会的影響力という指標によって規制を行っ
た場合，規制の対象となるメディアが広がり，
規制強化につながるのではないかという懸念が
広がったためである。そして，検討結果を法案
化していく過程で，部分規制論を取り入れた制
度設計のアイデアは見直されることになった。

結局，2010年の法体系の見直しでは，放送
の規制根拠として，これまでと同様，周波数帯
の希少性も挙げられ，コンテンツ規律（番組規
律）の対象も従来の放送にとどめられた。法体
系の再編にあわせて，番組規律も抜本的な見
直しの議論がなされたが，「表現の自由」と密
接に関わる点については，既存の放送事業者
を中心に見直しへの反発が強く，規制根拠の
見直しも含め，当初の構想は再検討を迫られた
ことになる。

3.4. 規制監督機関をめぐる議論

他方，政権交代を契機にそのあり方を問い直
す議論も現れた。その1つが規制監督機関をめ
ぐる問題である。2009年9月，自民・公明連
立政権に代わって，民主党を中心とする政権が
発足すると，原口一博総務大臣は記者会見で，
放送行政を担当する機関が表現の自由を侵すよ
うなことはあってはならないとして，そうした動
きを監視する「言論の自由を守る砦」となる機
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関を作りたいとする発言を繰り返し行った。こ
の方針を受けて開催されたのが，総務省の有
識者会議「今後のICT分野における国民の権
利保障等の在り方を考えるフォーラム」（2009
年12月～ 2010年12月）だった。構成員の数は
20人余りと，それまでに総務省が開催してきた
有識者会議よりも多く，その所属なども多様な
ものとなった。従来とは異なる関係者を構成員
に取り込むことで政策転換をねらったと見るこ
とができる。

有識者会議の開催にあたって焦点となったの
が，通信・放送分野の規制監督機関として，ア
メリカのFCC（連邦通信委員会）のような独立
性の高い行政委員会を導入できないかという点
だった。民主党は，政権交代前の2009 年7月，
政策集の中で，「通信・放送行政を総務省から
切り離し，独立性の高い独立行政委員会とし
て通信・放送委員会（日本版 FCC）を設置し，
通信・放送行政を移します。これにより，国家
権力を監視する役割を持つ放送局を国家権力
が監督するという矛盾を解消するとともに，放
送に対する国の恣意的な介入を排除します」と
言及していた 30）。

しかし，フォーラムの議論では，独立規制機
関の設立が望ましいとする意見が示された一方
で，新たな機関の設立は規制強化につながると
いう消極論も多く出された。会議を開催した原
口総務大臣も，「日本版 FCC」という表現を避
け，言論，報道，放送の自由を守る仕組みとし
て「言論の自由を守る砦」を検討すると述べる
ようになった 31）。結局，2010年12月の報告書
は，「新たな組織・機関の設立について積極的
な意見，消極的ないし慎重な意見が見られた
ほか，様々な主体による取組の全体像が枠組
みを構成するという意見が多く見られた」として

両論併記の形となった。規制監督機関につい
て具体的な制度改正の提言が示されるには至
らなかったことになる。

政権交代後に発足したこの有識者会議は，
当初から一定の結論に向けて，構成員の意見
を取りまとめ，調整を図るという目的を持って開
かれたわけではなかった。このため，会議が
進んでも方向性が定まらず，具体的な提言を示
すには至らなかった。また，焦点になった問題
が規制監督機関のあり方という，総務省自身で
は取り扱うのが難しいテーマだったことも有識
者会議の議論に影響を与えた。

こうして2010年の通信・放送法体系の見直し
にあわせて，コンテンツ規律や規制監督機関の
見直しといった新たな政策アイデアが提示され
たものの，番組規律関連の法改正は，通販番
組の増加を牽制するための番組調和原則の見
直しといった部分的なものにとどまった 32）。多
メディア化が進む中で従来の番組規律を維持
する必要があるのか，規制監督機関は現在の
ままでよいのか，といった点は引き続きの課題
として先送りされたと言える。

4. 2010 年代の議論の多様化

4.1. 「政治的公平」をめぐる議論

2010年代，放送事業の構造に関する制度改
正は，前回触れたとおり，2010年の法体系の
再編後は漸進的なものへと回帰したが，番組
規律の面でも制度見直しに向けた体系的な議
論が継続されることはなく，散発的に議論が
なされる状態が続いた。そこでは，番組規律
の実効性を高めるべきという主張が現れる一方
で，それとは逆に，番組関連の規制を原則撤
廃すべきとする主張も現れた。
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このうち，番組規律の実効性に関する議論
は，放送法4条（番組準則）33）で規定されてい
る「政治的に公平であること」の解釈を中心に
なされた。具体的には，「政治的公平」を判断
するにあたって， ▽放送事業者の番組全体を見
たうえで判断すべきか，あるいは， ▽たとえ1つ
の番組であっても政治的公平性に欠けた番組
があれば，問題となりうるのか，という点をめ
ぐる議論である34）。

議論の契機になったのが，高市早苗総務大
臣の問題提起だった。2015年5月の参議院総
務委員会で，高市総務大臣は，政治的公平の
解釈について，「その適合性の判断に当たりま
しては，一つの番組ではなく放送事業者の番
組全体を見て判断することとされてきたと聞い
ております」と従来の見解について触れたうえ
で，次のように言及した。

一つの番組のみでも，国論を二分するよ

うな政治課題について，放送事業者が一方

の政治的見解を取り上げず，殊更に他の政

治的見解のみを取り上げてそれを支持する

内容を相当の時間にわたり繰り返す番組を

放送した場合のように，当該放送事業者の

番組編集が不偏不党の立場から明らかに逸

脱していると認められる場合といった極端

な場合においては，一般論として政治的に

公平であることを確保しているとは認められ

ないものと考えます35）。

放送法4条の「政治的公平」をめぐっては，
それまで，1つの番組が明らかに政治的公平性
を欠くと政府が考えた場合であっても，それを
補正するような別の番組があるかどうかを検討
してから放送法に反しているかどうかの判断が

できる，とするのが政府解釈と受け止められ
ていた 36）。前述の高市総務大臣の答弁は，従
来の政府見解を踏まえつつも，例外的な事象
に言及しつつ，実効性の拡張を図ったものと
言える。

さらに，2016年2月には，放送法4条違反
を根拠に，放送局の電波停止処分（行政処分）
ができるかが焦点になった。これは，電波法
76条に，放送法に違反したとき総務大臣は無
線局（放送局）の運用停止を命じることができ
るとする規定があることから，放送法4条違反
の場合もその対象になるかどうかが焦点となっ
たものである 37）。これについて，高市早苗総
務大臣は同年2月8日の衆議院予算委員会で，

「電波の停止は絶対しない，私のときにすると
は思いませんけれども，ただ，将来にわたって，
よっぽど極端な例，放送法の，それも法規範
性があるというものについて全く遵守しない，
何度行政の方から要請をしても全く遵守しない
という場合に，その可能性が全くないとは言え
ません」と答弁した。

これに対しては，野党側が反発したものの，
高市総務大臣は，民主党政権時代にも，番組
準則を「法規範性を有するもの」という答弁を
していた，と反論した。しかし，「政治的公平」
の解釈をめぐって2015年と同様の議論が続い
たことから，総務省は2016年2月，「政治的公
平の解釈について（政府統一見解）」と題する
見解を公表し，幕引きを図った 38）。そこでは政
治的公平の意味や，その判断基準について次
のように説明している。

この「政治的に公平であること」の解釈

は，従来から，「政治的問題を取り扱う放

送番組の編集に当たっては，不偏不党の立
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場から特定の政治的見解に偏ることなく，

番組全体としてのバランスのとれたものであ

ること」としており，その適合性の判断に当

たっては，一つの番組ではなく，放送事業

者の「番組全体を見て判断する」としてきた

ものである。この従来からの解釈について

は，何ら変更はない。

その際，「番組全体」を見て判断するとし

ても，「番組全体」は「一つ一つの番組の集

合体」であり，一つ一つの番組を見て，全

体を判断することは当然のことである。

このように総務省は，1つの番組のみであっ
ても，極端な場合については「政治的公平」を
確保しているとは認められないとする見解を改
めて示した。放送法4条をめぐっては，正面か
ら制度改正を行うのではなく，その解釈を通じ
て，機能強化が企図された。

ただ，こうした解釈に対しては，異なる見解
も示され続けている。BPOの放送倫理検証委
員会は2015年11月の意見書 39）で，放送法4条
について，「政府が放送内容について干渉する
根拠となる法規範ではなく，あくまで放送事業
者が自律的に番組内容を編集する際のあるべ
き基準，すなわち『倫理規範 』」であり，その
ように解釈しなければ，「表現の自由を制限す
るものとして，憲法第21条違反のそしりを免れ
ない」という見解を示した。

さらに，「政治的公平」を含め，放送法4条
そのものの削除を求める見解も現れた。2016
年4月，国連人権理事会の特別報告者でカリ
フォルニア大学教授のデビッド・ケイ氏が来日
し，日本の放送事情などの調査を行ったうえで，
2017年6月に人権理事会に報告を行った。この
報告では，政府の介入の法的根拠を除去してメ

ディアの独立性を強化するために，放送法4条
の見直しを勧告した。あわせて，放送メディア
に関する独立した監督機関の枠組みを検討す
ることを提案した40）。

こうして2010年代に入り，番組規律の根幹と
も言える放送法4条について，その解釈をめぐ
る議論が活発化したが，制度改正に結びつくこ
とはなく，「政治的公平」の解釈をめぐる揺らぎ
も解消されたとは言いがたい。また，番組準則
の解釈を中心とした番組規律の議論は，放送
事業に関する構造的な規制とあわせた制度の
体系的な見直しの検討へと発展していくことは
なかった。

4.2. 放送規制の撤廃論と反発

もっとも，番組規律に関しては，規制緩和と
いう別の文脈の中でその是非を問い直す議論
がその後現れている。前回見たように，2017
年後半から2018年にかけて規制改革推進会議
や総務省の「放送を巡る諸課題に関する検討
会」で，電波の有効活用に関する議論がなされ
たが，その過程で，放送とほかのメディアとの
垣根を取り払い，政治的公平といった番組規
律を撤廃するという首相官邸の検討案が浮上し
た。前回は，制度全般の見直しの観点から経
緯を振り返ったが，ここでは，番組規律に焦点
を当ててその動きを振り返る。

具体的に経緯を見ていくと41），まず，2018年
2月1日，首相を議長とする政府の「未来投資
会議 」で，安倍晋三首相が「技術革新により
通信と放送の垣根が無くなる中で，国民の共有
財産である電波を有効利用するため，周波数の
割当て方法や放送事業の在り方の大胆な見直
しも必要である 42）」と発言した。そして，同年2
月6日の衆議院予算委員会で安倍首相は次のよ
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うに述べて，放送制度の「大胆な見直し」を行
う方針を示した。

私は以前，AbemaTVに出演いたしまし

たが，こうしたネットテレビは，視聴者の目

線に立てば，今委員が御指摘になったよう

に，地上波と全く変わらないわけでありま

す。このように，技術革新によって通信と放

送の垣根がなくなる中，国民共有財産であ

る電波を有効活用するため，放送事業のあ

り方の大胆な見直しが必要だと考えていま

す。（中略）具体的には，今後，技術革新

の波に乗りおくれないよう，規制改革推進

会議及び総務省において速やかに検討を進

め，ことしの夏までに結論を出すこととして

おります 43）。

ここでは，通信回線を通じた映像配信（「ネッ
トテレビ」と表現）について，地上波の放送と
変わらないとの認識が示されている。そして，
その認識をもとに，規制改革推進会議や総務
省で制度改正の検討を行うべきとし，これを受
けて，規制改革推進会議が第3次答申に向け
て議論を進めた。

こうした中で同年3月15日，共同通信が，安
倍政権が検討しているとした放送制度改革の
方針案を報じた。報道によると，政府の内部
文書には，「規制の少ないインターネット通信と
放送で異なる現行規制を一本化し，放送局に
政治的公平などを義務付けた放送法4条を撤
廃するとともに，放送に認められた簡便な著作
権処理を通信にも適用する。NHKに限っては，
番組内容に関する規律を維持し，番組を放送
と同時にネットで配信することを容認する」と
いった内容が盛り込まれていたという44）。

さらに，共同通信は3月22日，安倍政権が
放送制度改革の方針として，放送法の条文撤
廃に加え，放送局に義務づけた番組基準など，
NHK以外に対する放送関連の規制をほぼ全廃
するとした記事を配信した45）。放送制度を事実
上廃止し，インターネット通信の規制と一本化
して，ネット動画配信サービスと民放テレビ局
を同列に扱うといった内容である 46）。実施スケ
ジュールについては，「規制改革推進会議が5
月ごろにまとめる答申に方針を反映させ，早け
れば今年秋の臨時国会に関連法案を提出，20
年以降の施行を目指す」と報道された。

こうした内容は，民放にとっては大幅な規制
緩和と言え，外形的には，放送法4条の見直
しを勧告した前述のデビッド・ケイ報告とも共通
したものである。しかし，双方の目的は異なり，
デビッド・ケイ報告が，政府による番組への介
入の根拠を除去しようとする点にねらいがあっ
たのに対し，上記の方針は，コンテンツ産業の振
興を図るために通信と放送の垣根を取り払う点
にねらいがあった。このため，当事者である民
放から歓迎する見方はなく，逆に，「放送が果た
してきた公共的役割，通信との違いについて考
慮されていない」といった反発が相次いだ 47）。 
次期民放連会長への就任が予定された日本テ
レビの大久保好男社長は，2018年3月の定例
記者会見で次のように述べている。

検討されている案を実際に見ているわけ

ではないが，規制改革推進会議の考えとし

て新聞紙面等で伝えられている内容が，仮

にそのとおりだとすれば，「民放事業者は不

要だ」といっているのに等しく，私たちとし

てはとても容認できない。強く反対したいと

思う。



14 FEBRUARY 2023

放送特有の規制をすべて撤廃して通信と

同様に扱うという考え方は，放送が果たし

てきた災害報道や字幕放送，あまねく普及

であるユニバーサルサービスなど公共的，社

会的役割，通信との違いへの考慮がされて

いないと思うからだ。

影響力の大きい放送に，何の規制もない

インターネットと同様のコンテンツが流れた

場合の社会的影響の大きさを考えると，仮

に報道のとおりの改革の方針であるならば，

放送事業者としては間違った方向の改革で

はないか，と考えざるをえない 48）。

さらに，放送を所管する総務省からも，放
送法4条など放送規制全般の見直しに対しては
否定的な見方が上がった。野田聖子総務大臣
は，2018年3月22日の衆議院総務委員会で，

「放送事業者は，四条を含めた放送法の枠組
みの中で，自主自律によって放送番組を編集
することにより，重要な社会的役割を果たして
いただいてきたと認識しているところです49）」と
答弁した。

こうした状況を受けて，放送制度改革を検討
するとされた規制改革推進会議は「そうした議
論はしていない」と否定することとなった。放
送制度の議論を行ってきた投資等ワーキング・
グループの原英史座長は，2018年4月16日の
推進会議で次のように述べた。

ここ数週間，報道では，私たちが放送法

4条などに焦点を当てた議論をしているかの

ような報じ方がなされています。これに対し

て，強い批判もなされています。

ワーキング・グループに参加されていない

委員の方々もいらっしゃいますので，先に申

し上げておきますと，私たち投資等ワーキン

グ・グループでは，そうした議論はしていま

せん。論点項目が報じられていますが，そ

れは私たちが会議で議論していないもので

あります 50）。

結局，規制改革推進会議が2018年6月に決
定した第3次答申では，インターネット同時配
信の推進，通信・放送の枠を超えて新たな環
境に対応したプラットフォーム・配信基盤の構
築といった方向が示されたが，放送法4条の
撤廃には触れられなかった 51）。

2018年前半の番組規律を含む放送制度論議
は，放送制度をめぐる関係者間の思惑の違い，
つまり，産業政策的な観点から制度の抜本改
正を目指す関係者と，放送が果たす社会的機
能を念頭に基本的な制度の維持を目指す関係
者との差異を浮き彫りにした。結局，電波の有
効利用といった政策課題の検討にあわせて非
公式な形で打ち出された規制緩和策は，関係
者の反発を受けて立ち消えとなった。2010年の
法体系の再編以降，番組規律に関する議論は
さまざまな観点からなされてきたものの，制度
改正に結びつくことはなかった。

5. 考察

5.1. 議論の整理

ここまで2回にわたって，平成期（1989 ～
2019年）の放送制度改革をめぐる議論を振り
返ってきた。この間，制度改正論議が断続的
に行われてきた理由としては，1990年代以降，
急速に進んだ多チャンネル化や，2000年代以
降，顕著になったネット動画配信の発達によっ
て，放送の位置づけが変わってきたことがあ
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る。放送規制の根拠となってきた伝送路の希
少性や特別な社会的影響力といった前提が変
化する中で，それに見合った制度の見直しが求
められことになる。

さらに，この時期は，放送メディア自体の変
化に加えて，行政機構の再編や規制緩和の議
論の活発化といった動きが国の行政全般にお
いて生じ，それは放送制度見直しにも影響を
与えた。前回，冒頭で提示したように，平成
期の行政改革は，①機構改革が主要な対象と
なった橋本行革，②民営化など民間市場との
関係を中心とした小泉政権期，③公務員制度
改革が主要な課題となった第1次安倍政権から
麻生政権に至る時期，④省庁横断的な資源配
分の見直しが中心となった民主党政権期，⑤
公務員制度改革と組織再編（特に内閣官房に
関する改革）が焦点となった第2次以降の安倍
政権期，といった形で整理できる52）。表4では，
そうした行政改革の動きと，ここまで見てきた
放送法の改正について整理した。

表4に見られるように，平成期の放送制度改
革は，規制緩和や行政改革の検討の動きと並
行して進んだ。しかし，行政改革の動きが放
送法改正に直接結びついたわけではない。例

えば，1997年の放送法改正（番組審議機関の
機能強化）は行政機構の改革との関連はなく，
2007年改正（認定放送持株会社制度の導入な
ど）も規制緩和の議論が直接影響を及ぼした
わけではない。また，2010年の法体系の見直
しは，2000年代初頭の小泉政権の時期にアイ
デアが出されたものだが，実際に法改正に至
るまでには10年近くかかり，法案が成立した
のは，民主党を中心とする政権に交代したあと
だった。

また，制度改正に至るまでに時間を要する
中で，規制緩和を軸とした当初のアイデアは変
容していった。2010年の法体系の見直しをめ
ぐっては，当初，規制緩和によって新規参入を
進め，コンテンツ産業全般の振興につなげる
考え方が打ち出されていた。2000年代初頭の
IT戦略本部の議論では，制度を伝送路によら
ないものに改め，放送もほかの映像配信メディ
アと横並びの形で扱うアイデアが示されてい
た。しかし，これに対しては，既存の放送事
業者が強く反発し，長期にわたった制度設計
の過程で，改正の実質的な内容は変化していっ
た。法体系の見直しは2010年になされたもの
の，既存の放送事業者に対する実質的な影響

時期 行政改革の焦点 放送法改正の概要
①橋本行革 1990年代末 行政機構改革 【1997年改正】放送番組審議機関の機能強化

②小泉政権期 2001 ～ 2006年 民営化，経済財政諮問会議の
予算編成への関与

③第1次安倍政権～
　麻生政権期 2006 ～ 2009年 公務員制度改革 【2007年改正】認定放送持株会社制度の導入

NHKのガバナンス強化

④民主党政権期 2009 ～ 2012年 事業仕分けなど，省庁横断的な
資源配分見直し 【2010年改正】放送・通信法体系の見直し

⑤第2次以降の
　安倍政権期 2012 ～ 2019年 公務員制度改革，組織再編

（内閣官房など）

【2014年改正】NHKのネット活用拡大
民放の経営基盤の強化

【2019年改正】NHKのネット活用拡大
（筆者作成）

表 4　行政改革の動向と放送制度改正
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は小幅なものにとどまった面がある。このほか，
2000年代以降，放送事業に関する規制の見直
し（マスメディア集中排除原則の緩和など）が
進んだが，これも既存の放送事業者の経営の
自由度を高める方向で段階的に改正が行われ
た。改革は，放送事業者の意向に沿った形で，
漸進的な形で進められたと言える。

このように放送・通信の法体系や事業構造
をめぐる制度改正に関しては，平成期の特徴と
して，IT戦略会議や規制改革推進会議といっ
た行為主体が議論に参入し，新たな政策アイ
デアが浮上した点がある。他方，制度改正を
具体的に検討する段階では，放送事業者や総
務省が引き続き影響力を維持し，改正内容は，
既存の放送事業の枠組みに大きな影響を及ぼ
さないものとなった。その要因としては，郵政
民営化といった問題に比較して，放送制度改
革に対して世論の注目が集まることは少なく，
制度改正に至るまでに時間を要する中で，具
体的な制度設計をめぐっては，従来の政策共
同体の中での議論が中心になった点が挙げら
れる 53）。

一方，番組規律（番組内容に直接関わる規
制）に関する検討は，こうした流れとは切り離
されて議論がなされた。そこでは，放送・通
信の融合にあわせた見直しというよりも，その
時々に発生した番組をめぐる問題を契機にした
対応策として提案されることが多かった。例え
ば，1997年放送法改正の放送番組審議機関
の機能強化にあたっては，それに先立って「や
らせ問題」など，番組をめぐるさまざまな問題
が存在していた。また，2010年の法体系見直
しにあわせて放送番組の種別の公表の義務づ
けの規制強化がなされたが，これもその直前
の通販番組批判を契機にしていた。

もちろん，番組規律に関しても，放送と通信
の融合に対応した検討がなかったわけではな
い。1990年代以降，コンテンツ規律をめぐる
部分規制論の考え方が紹介され，2010年の法
体系の見直しの過程で検討がなされたこともあ
る。しかし，こうした検討のあり方は例外的な
ものだった。そして，2010年の法体系の見直
しののちも，番組規律については，対象となる
メディアの範囲や規律内容といった点で，既存
の放送事業者には大きな影響を及ぼさないも
のとなった。

このように番組規律をめぐる議論は，前述
の法体系の検討などとは異なり，番組に関して
何らかの問題が発生したことを契機に，事前
には予測ができない形でなされた面がある 54）。
ただし，議論のされ方に規則性がなかったわ
けではない。規律の強化を求める行為主体と
それに抗する放送事業者という構造が背景に
あり，通常は両者の均衡が保たれているもの
の，何らかの問題を契機にその均衡が崩れて
制度改正の議論が起こるというパターンがそこ
では観察される。

そして，さまざまな関係者がそれぞれの立場
から解決策を提示し，世論も含めた議論が盛
り上がりを見せる中で，並行して進められてい
る法改正にあわせて規制の見直しがなされてき
た。そこでは，その時々の政治状況や，同時
に進められていた放送事業の構造に関する制
度改正の動向も帰結に影響を与えた。番組規
律は，法体系の見直しといった問題とは異なっ
て視聴者にも理解しやすく，世論の影響を受
けやすい面があった点も検討に影響したと考え
られる。こうした議論のされ方は，1950年代
から続いていたが，平成期に入っても変わるこ
とはなかった 55）。
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5.2. 残された課題

平成期の放送制度改革は，放送と通信の融
合が進む中で，制度もそれに対応したものに
することがねらいだった。そこでは，従来の伝
送路（放送用周波数 ）を用いない映像配信メ
ディアが次々に現れる中で，情報の多元性・多
様性・地域性を確保する枠組みを再検討する
とともに，番組規律についても従来のまま維持
するのが適当かを検証することが求められてい
たと言える。しかし，ここまで見てきたように，
平成期に行われた議論は，法体系や放送事業
の構造に関する規制の検討と，番組規律の検
討が別々に行われることが多かった。マスメ
ディア集中排除原則のような規制は，最終的に
はコンテンツの多様性や地域性を充実させるこ
とが目的であり，直接的な番組規律とあわせ
て検討することが合理的と考えられるが，そう
した取り組みは十分にはなされてこなかったと
言える。

この要因としては，法体系の見直しなどを主
導した行為主体と，番組規律の検討を主導し
た行為主体とが異なっていた点が背景に存在し
ていた 56）。そして，番組規律の検討では，そ
の時々の番組をめぐる問題を契機に，青少年
保護や消費者保護といった観点から議論がな
されることが多かったのに対し，放送事業の構
造に関する規制の検討では，コンテンツの多様
性の確保といった点よりも，規制緩和を通じた
情報通信産業の振興といった点に力点が置か
れた。そして，相互に調整などがなされること
はないまま，それぞれの目標・関心に沿った政
策アイデアが打ち出された。

しかし，放送制度の最終的な目的は，放送
法1条に規定されているとおり，放送の普及を
図るとともに，放送による表現の自由を確保し，

放送が健全な民主主義の発達に資するように
することにある。最近のことばで言えば，望ま
しい「情報空間」を作り出すことと言い換えら
れるかもしれない。そして，その目標に向けて，
放送事業の構造に関する間接的な規制と，コ
ンテンツに関わる直接的な規制（番組規律）を
どのように組み合わせていくのかを考えること
が，重要な検討課題だったと言える。

これに関しては，近年，メディア環境の変化
を踏まえたさまざまな政策アイデアが提示され
ている57）。そこでは，情報空間全体において
放送がどのように位置づけられるのかという視
点は欠かせないとする指摘がなされている58）。
また，間接的な手法を継続するにしても，それ
がどのような効果を持つのかについて測定する
指標の検討も不可欠との指摘もある59）。これ
まで続いてきたマスメディア集中排除原則のよ
うな間接的な規制は，コンテンツに対する政府
の直接的な介入を回避できる点で利点は大きい
が，多様な映像配信メディアが現れる中では，
放送事業に対する規制のみで情報空間全般に
効果を及ぼすことは難しくなっている面もある。
制度の検討においては，情報空間全体に及ぼ
す効果の検証も含め，放送事業に関する規制
と番組規律のあり方の双方を視野に入れた政
策手法の検討が必要になっていると言える。さ
らに，平成期の議論の進め方の問題を踏まえ
れば，番組規律の検討で典型的に見られたよ
うに，放送をめぐって何らかの問題が生じたと
きにそれへの対応という形で制度を見直すこと
にとどまらず，メディアの多様化を踏まえた計
画的・体系的な対応が求められる。

今回，平成期の放送制度改革について分析
してきたが，その後もメディア環境が変化する
中で，政策決定過程に新たな動きが見られる
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のかといった点は，引き続き解明が必要な問題
である60）。また，制度改革の要因だけではな
く，制度の見直しによってコンテンツがどのよう
な影響を受けるのか，あるいは，その多様性
は維持されるのか，という点は今回検証できな
かった点である。政策決定過程や制度改正の
効果を検証したうえで，放送制度のあるべき姿
について考えていくことは，なお課題として残さ
れている。

（むらかみ せいいち）
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